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1. 2025年12月期第1四半期の連結業績（2025年1月1日～2025年3月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第1四半期 11,024 22.3 6,977 45.0 5,931 4.6 4,030 △1.3

2024年12月期第1四半期 9,016 130.4 4,811 258.6 5,670 529.0 4,083 583.7

（注）包括利益 2025年12月期第1四半期　　3,065百万円 （△39.3％） 2024年12月期第1四半期　　5,047百万円 （622.2％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2025年12月期第1四半期 66.59 ―

2024年12月期第1四半期 67.51 ―

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2025年12月期第1四半期 246,626 76,023 27.9

2024年12月期 244,906 67,695 27.3

（参考）自己資本 2025年12月期第1四半期 68,911百万円 2024年12月期 66,845百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 ― 12.00 ― 15.00 27.00

2025年12月期 ―

2025年12月期（予想） 43.00 ― 44.00 87.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2025年12月期の連結業績予想（2025年 1月 1日～2025年12月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 20,890 39.5 11,300 83.1 10,200 22.4 6,773 18.8 111.86

通期 36,870 18.4 18,120 49.6 15,840 36.1 10,500 30.3 173.41

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更に関する注記）及び
（会計上の見積りの変更に関する注記）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年12月期1Q 61,022,353 株 2024年12月期 61,022,353 株

② 期末自己株式数 2025年12月期1Q 471,637 株 2024年12月期 540,710 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年12月期1Q 60,527,691 株 2024年12月期1Q 60,481,904 株

（注）当社は2024年１月17日付で一部コミットメント型ライツ・オファリングに基づく新株予約権の株主割当てを行い、当該新株予約権の行使に伴い新株式
を発行しております。前連結会計年度の期首に当該ライツ・オファリングに基づく払込が行われたと仮定した株式数で、「期中平均株式数」を算定しておりま
す。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご
覧ください。
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前第1四半期連結累計期間 当第1四半期連結累計期間 増減額 増減率（％）

売上高 9,016 11,024 2,007 22.3

営業利益 4,811 6,977 2,166 45.0

経常利益 5,670 5,931 261 4.6

親会社株主に帰属する

四半期純利益
4,083 4,030 △52 △1.3

１．経営成績等の概況

(1）当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間（2025年１月１日～2025年３月31日）における世界経済の状況は、米国では個人消費

に一部減速が見られるものの景気は底堅く推移し、ユーロ圏では景気は緩やかに持ち直しつつあります。その一方

で、中国では政府主導の景気刺激策の効果が限定的となり、景気は総じて弱い状況にあり、中国経済の動向は経済

を取り巻く主なリスク要因の一つと言えます。

　日本経済の状況は、企業収益が堅調であり、旺盛な投資意欲を背景とした設備投資の増加や、賃金の更なる拡大

に伴う個人消費の回復が期待され、景気は緩やかに回復していく見込みです。一方で、米国の通商政策による影響

がどの程度まで拡大するか、見通しが困難な状況にあります。また、各国中央銀行による金融政策の方向性に対す

る思惑等から、為替相場のボラティリティが大きい状況が続く見通しであり、経済を取り巻くリスク要因による影

響をより注視していく必要があります。

　このような経済情勢の中で、当社グループは、「金融を通じて社会に貢献する企業でありつづける」を経営理念

として、主力４事業（オペレーティング・リース事業、不動産事業、環境エネルギー事業及びプライベート・エク

イティ投資事業）を中心に企業価値向上に努めてまいりました。

　オペレーティング・リース事業の売上高は、10,104百万円（前年同期比19.5％増）となりました。日本型オペレ

ーティング・リース投資商品（ＪＯＬ／ＪＯＬＣＯ）市場の年度末の需要期において十分な品揃えが準備できてい

たこと等により、商品出資金販売額は、38,430百万円（前年同期比16.5％増）と好調に推移しました。また、商品

組成額は、79,294百万円（前年同期比44.2％増）となり、組成環境も引き続き良好です。

　不動産事業の売上高は、68百万円（前年同期比8.2％減）となりました。主に不動産小口化商品の信託受益権販

売にかかる手数料収入によるものです。

　環境エネルギー事業の売上高は、42百万円（前年同期比0.9％減）となりました。主に太陽光発電所のマネジメ

ント収入、発電設備賃料収入によるものです。

　ＰＥ投資事業の売上高は、319百万円（前年同期比208.0％増）となりました。当社グループが運営するファンド

の投資先がＩＰＯを実現し、その一部を売却したことによって売上を計上しました。

　その他事業の売上高は、489百万円（前年同期比43.9％増）となりました。主に、グループ子会社の証券事業等

その他総合金融ソリューションサービスにかかる収入によるものです。

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの経営成績は、下表のとおりです。

（単位：百万円）

(2）当四半期の財政状態の概況

①資産

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は246,626百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,720百万円増加しま

した。これは主に、現金及び預金が12,218百万円、預け金が7,015百万円及び短期貸付金が1,223百万円それぞれ増

加し、商品出資金が10,308百万円、未収入金が2,127百万円及び投資有価証券が2,083百万円それぞれ減少したこと

によるものであります。

②負債

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は170,603百万円となり、前連結会計年度末に比べて6,607百万円減少し

ました。これは主に、契約負債が3,519百万円、未払法人税等が1,829百万円及び長期借入金が566百万円それぞれ

減少し、短期借入金が701百万円及び１年内返済予定の長期借入金が678百万円それぞれ増加したことによるもので

あります。
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③純資産

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は76,023百万円となり、前連結会計年度末に比べて8,327百万円増加

しました。これは主に、非支配株主持分が6,261百万円及び利益剰余金が3,005百万円それぞれ増加し、為替換算調

整勘定が1,224百万円減少したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は前期末の27.3％から27.9％となりました。

(3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　通期連結業績予想につきましては、現時点では修正の予定はございませんが、業績予想修正の必要が生じた場合

には、速やかに適時開示にてお知らせいたします。

　なお、業績予想につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づいて判断したものであり、様々な不確定

要素や今後の業況等により、実際の業績とは異なる場合があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 51,564 63,782

売掛金 8,503 8,085

リース債権 9,445 8,799

商品 5,757 5,632

商品出資金 116,883 106,574

信託受益権 129 71

未成業務支出金 1,703 2,030

営業投資有価証券 3,103 3,303

前渡金 2,290 1,499

立替金 5,635 5,580

預け金 99 7,114

短期貸付金 8,298 9,521

未収入金 3,921 1,794

その他 4,307 3,454

流動資産合計 221,643 227,245

固定資産

有形固定資産 1,015 972

無形固定資産 192 178

投資その他の資産

投資有価証券 10,443 8,360

長期貸付金 4,809 4,413

繰延税金資産 6,431 5,087

その他 262 260

投資その他の資産合計 21,947 18,121

固定資産合計 23,155 19,272

繰延資産

社債発行費 106 108

繰延資産合計 106 108

資産合計 244,906 246,626

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 314 246

業務未払金 681 828

短期借入金 125,644 126,346

１年内返済予定の長期借入金 4,148 4,827

１年内返済予定の長期ノンリコースローン 1,218 846

１年内償還予定の社債 6,097 6,032

未払法人税等 2,260 430

契約負債 14,741 11,221

株主優待引当金 66 2

賞与引当金 1,473 1,002

その他 3,851 2,915

流動負債合計 160,498 154,700

固定負債

長期借入金 4,860 4,294

長期ノンリコースローン 4,358 3,947

社債 4,405 4,836

その他 3,087 2,824

固定負債合計 16,712 15,902

負債合計 177,211 170,603

純資産の部

株主資本

資本金 16,887 16,887

資本剰余金 16,829 16,829

利益剰余金 30,841 33,847

自己株式 △1,471 △1,283

株主資本合計 63,087 66,281

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 44 141

為替換算調整勘定 3,713 2,489

その他の包括利益累計額合計 3,757 2,630

非支配株主持分 849 7,111

純資産合計 67,695 76,023

負債純資産合計 244,906 246,626
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年３月31日)

売上高 9,016 11,024

売上原価 2,242 1,960

売上総利益 6,774 9,063

販売費及び一般管理費 1,963 2,086

営業利益 4,811 6,977

営業外収益

受取利息 51 60

商品出資金売却益 242 308

為替差益 764 －

持分法による投資利益 565 －

その他 82 60

営業外収益合計 1,706 429

営業外費用

支払利息 480 504

支払手数料 289 284

為替差損 － 448

持分法による投資損失 － 174

その他 76 63

営業外費用合計 846 1,475

経常利益 5,670 5,931

特別損失

投資有価証券評価損 － 74

特別損失合計 － 74

税金等調整前四半期純利益 5,670 5,857

法人税等 1,553 1,718

四半期純利益 4,117 4,139

非支配株主に帰属する四半期純利益 34 108

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,083 4,030

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年３月31日)

四半期純利益 4,117 4,139

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 35 150

為替換算調整勘定 894 △1,224

その他の包括利益合計 929 △1,074

四半期包括利益 5,047 3,065

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,025 2,903

非支配株主に係る四半期包括利益 21 161

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適

用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の

四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用）

　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　

2024年３月22日　企業会計基準委員会）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。なお、当該

実務対応報告第７項を適用しているため、当第１四半期連結財務諸表においては、グローバル・ミニマム課税制

度に係る法人税等を計上しておりません。

（会計上の見積りの変更に関する注記）

　当社は、2025年３月19日開催の取締役会において、本社を移転することを決議いたしました。

　この本社移転に伴い、移転後に利用の見込みのない建物附属設備につきましては、移転予定日までの期間で減

価償却費の費用計上が完了するように当第１四半期連結会計期間において耐用年数を変更しております。これに

より、従来の方法に比べて当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益が４百

万円それぞれ減少しております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

　当社グループは、オペレーティング・リース事業及びそれ以外に４つの事業を営んでおりますが、オペ

レーティング・リース事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を

省略しております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2025年１月１日　至　2025年３月31日）

　当社グループは、オペレーティング・リース事業及びそれ以外に４つの事業を営んでおりますが、オペ

レーティング・リース事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を

省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日

至　2024年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年３月31日）

減価償却費 72百万円 101百万円

のれんの償却額 12百万円 14百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年４月30日

株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小　　松　　亮　　一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 河　　島　　啓　　太

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ジャパンインベストメントアドバイザーの

2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年１月１日から2025年３月31日

まで）及び第１四半期連結累計期間（2025年１月１日から2025年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
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（注）１.　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２.　XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていない

と信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四

半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明するこ

とが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況

により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準

第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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